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2.研 究のね らい ・目的
東南アジア ・北東アジアの経済発展はめざましく、 この地域は世界で最 も経済ポテンシャル
の高い地域 と言われている。1980年代か ら90年代初めにかけて、 この成長のア ジアで例外的に
停滞的な発展経路を辿 ったのがフィリピンである。
フィリピン経済の停滞について は、一国の経済ポテ ンシャルは経済制度(土 地所有etc.)の
構造 ・経済制度 と社会制度(貧 富の格差etc.)や文化制度或いは政治構造との相互依存関係に
強 く左右 される、 という観点か らその要因を説明 しようとする見解が提示され るなど、多 くの
関心を集めた。
このようなフィ リピン経済 も、94年頃か ら上昇傾向を示 し、"停滞のフィリピン"というイメ
ージか ら脱却 し、他のアジア諸国と同様の発展経路を辿 りつつあるかに見える。
本研究は、上述のようなフィリピンと他の東南アジア諸国 との発展パターンの類似性 ・相異
点を、従来 の新古典派開発経済学では明示的に考察 されることがなか った以下の4つ の側面か
ら検討 し、フィリピン経済の発展パターンを規定す る要因を探ろうとするものである。
1.土地所有構造 と政治構造 との相互連関
H.労 働市場の構造 と経済発展へのイ ンパ ク ト
皿.社 会構造 と経済発展へのインセ ンテ ィブ
IV.政治構造 と産業政策 との関わ り
そ して、本研究では、すでに提示されている仮説的な見解を、経験的 ・実態的にフィリピン
を研究 して きた申請者 および研究分担者が、より立体的に、かつ具体的事例に基づき、検証す
ると同時に、従来の研究では看過されてきた諸側面に光を当てようと考えている。
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3.平 成7年 度 の研究経過
(1)研究会
a)平成7年7月19・20日 於:福 岡
報告テーマ:「 フィリピン ・タイにおける青果物流通 システムの比較研究」
報告者:福 井清一
[報告の概要]
フィリピンにお ける青果物流通 システムを特徴づけるのは、 「スキ 」と呼ばれる継続的顧客
関係である。
この 「スキ」は、 日本の中央卸売市場制度のように行動 に関する法的ルールが確立されてい
ない状況で、流通業者 ・生産者の恣意的商業活動によ り発生する取引費用を節減す るのに重要
な役割を果 たしていると考え られる。
生産者 と消費者の間で直接的取引が行われるとして、 この場合 に生ず る取引費用 としては、
1)取 引相手を探すための費用、2)取 引相手 と取引条件を交渉 し、確定 させ るための費用、
3)取 引条件 ・内容を評価する費用、4)取 引相手の信用評価(取 引の履行可能性の検討)を
行 うための費用、などが考え られる。
このうち1)～3)については、流通業者が生産者と消費者の間に介在す ることで、その 「市
場情報の縮約 ・整合」機能により節減できる。 しか し、これはあ くまで流通業者をは じめ取引
に参加する経済主体 に情報格差が無 く、かつ機会主義的な行動を取 らない場合にのみあてはま
る。逆の場合には、4)の 取 引費用が大きくな り、その限 りではない。
「スキ」は、このような情報の非対称性 と、消費と生産の不確実性 とによって生ずる高 い取
引契約履行強制費用を節減 し、消費者の商品活動を促進す る機能を持つ、一種の制度(insti-
tution)であると解釈できる。 「スキ」の もとでは、顧客関係は固定的 ・閉鎖的にならざるを
得ないが、流通 システムの要 となる中央卸売市場の卸売業者が不 当な利潤を得ているかという
と、必ず しもそうではない。
報告者のマニ ラ.首都圏における実態調査によると、顧客関係は一一種の参入障壁 となっている
ものの、流通マージンは予想 したより遙かに低 く、マニラの卸売市場を経由す る野菜の流通市
場構造は、情報の提供、集荷 ・分荷、信用供与などのサービスを提供す る主体 としての流通業
者の間で、サービスの差別化が進展 しなが ら競争が行われる、独 占的競争状態 に近 いもの と考
えられた。




供を主体 とした市場の運営 ・管理が実施 されている点で、フィリピンとは決定的に異なる。
また、バ ンコクにおける卸売業者は、マニ ラと同様、依然 として、 自己の経験 と流通業者 と
しての熟練に基づいて、 自ら収集 した市場情報により属人的要素の濃い顧客関係の中で取 引価
格を決定する場合が多い ものの、産業化 ・都市化の進展に伴 う市場の外部環境の変化は、パー
ソナルな顧客関係を徐 々に崩壊させ、バ ンコクの卸売業者がかつて保有 していた強い交渉力の
低下をもた らそうとしている。
このような観察事実から、青果物流通 システムの発展過程は、地域間で類似点を持つが、フ
ィリピンやタイ国の場合、官僚制度の非効率性や社会統制が効力を持 ちに くいとされ る社会構







砂糖黍地帯のメッカであるネグロス島の大土地所有制(ア シェンダ制)に 対 して、どのような
影響を与えてきたのか を考察するため、1991年か ら3ヶ年にわた って、ネグロス島で行 った個
別農 園調査に もとづき、過去10年間にわたって変化 してきたネグロス島の土地所有構造 と農園





た、地主 と農園労働者 との間に見 られた、パ トロンークライアン ト関係を大き く変容 させ るこ
ととな った。
収益率の低下、輸出市場の喪失、銀行に対す る累積債務などの要因が重な り、地主がもはや
従来 と同じ様な形でパ トロンとして、農業労働者に対峙できなくな ったか らである。 とくに山
地部では、農園を放棄する地主が続出 し、それ らの地域では、農園労働者がNGOや 労働組合
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の支援を受 けて、 自主的に土地を耕作するケースが続 出したのである。パ トロン=ク ライアン
ト関係の弛緩は、ル ソン島の稲作地帯では、はや くも1960年代か ら現れた現象であ ったが、ネ
グロス島では、砂糖産業の衰退をきっかけとして、80年代半ば以降、急速に進行 したのである。
従って、現在の ところ 「包括的農地改革法」の制定によってネグロス島の大土地所有制の解体
が促進 されたと言 うよ りは、む しろ、すでに地主が放棄 した土地の所有権を従来の土地 なし農
民に分配す ることを法認す るという意味をもっている、という見解が述べ られた。




CARPによる農地改革は、土地所有の不平等を是正 しようと言 う狙いを もつていたが、一方で、
大農 園の解体は土地生産性の低下を招 くとして、農地改革に対する反論の重要な論拠 となって
いた。
規模の経済を享受 しつつ、農地改革の 目標である分配の不平等の是正を同時に達成す るため
に考案されたのが、法人農場に関す る農業労働者への株式分配方式採用の認可である。報告で
は、 アキノ前大統領の実家が所有す る大農園である、ハ シエ ンダ ・ルイシタを対象に、ルイシ
タ農園の株式分配方式農地改革の実態を検討す ることにより、次の2点 が明らかに された。
株式分配方式の導入 は、農業労働者の労働 日数を大幅に削減するなど、かえって労働者をよ
り過酷な状況に追い込み、より困難な状況をもたらした。株式分配方式を通 じて農業労働者は
農園の 「共 同所有者」とされたが農園の経営 ・運営に実質的に関与できるわけではな く、従来
同様、会社側に雇用 され、生産過程でも、会社側の決定に応 じて労働力を提供するのみの存在
で しかない、など大地主が政界にコ ミッ トし土地の保有を続けてきた伝統的な構…図に実質的な
変化は見 られていない。










報告では、バ タンガス州における過去の地方選挙の結果に関す る資料に基づ き、地方の政治
組織 と国政 レベルの政治組織 との連関を歴史的に明らかにす ることにより、イデオ ロギーや政
策 によって党派が分化す ることはな く、依然 としてパ トロンニクライエ ン ト関係などの2者 関
係のネ ットワークによって党派が形成されていることが示され、また、 このような伝統的政治
システムが変化 し、政党間でのイデオロギーや政策に差異が生 じるには、新 しい中間層によっ
て支持され る党派の大政党への成長が必要であるとの見解が述べ られた。
c)平成7年12月9・10日 於:宮 崎(原 班 ・池本班との合 同研究会)









で も重要な位置を 占めたと言 って よい。そ して、 この区分事業は概ね終了 し、多 くの未区分地
は森林として国有化されることとなった。
こうしてできた国有森林が、十分に管理 され るならばもちろん問題はないはずであるが、実
際にはむ しろ国家による森林の売却につなが って しまったと言えるだろう。
そ して、住民の側か らいえば利用権の剥奪であり、労働投下による土地への投資などの長期
的な管理への誘因を無 くす ものであったと言えるであろう。
所 有が国家に属 したことは、輸出の為の木材生産に結びつ き、そ うしてできた道路をつた っ
て住民達による焼 き畑や開墾が行 われ、森林の減少が起きることになったのである。 もちろん、
人 口増加 と資本集約的な経済発展による労働力需要の停滞が、森林への圧力 として機能 した こ
とは間違いない。
このように考えるな らば、森林 の減少は、多様 な絡み合 う社会的な要因によって行われるこ
とに気づか される。
66
報告では、経済発展に伴い森林面積が減少 し、ある程度所 得水準が高 くなると、森林面積が
逆に増加に転ず る、 という国際間で普遍的なrU字 型仮説」を提示 し、国際比較によ り仮説を
検討 した。そのうえで、熱帯林の減少要因をフィリピンの横断データを用いて計量的に分析 し、
幾つかの知見を得た。










青果物流通 システムの特性を明らかにするため、比較対象 としてタイ国のそれを選定 し、実態
調査を行 った。また、 日本学術振興会 日 ・タイ学術交流事業助成金を受 け、 フィリピン ・タイ
における砂糖産業の発展過程を政治構造 との関連で比較するため、実態調査 と資料の収集を行
った。
中西は、文部省科学研究費(国 際学術調査)に より、フィリピンの労働市場構造 との比較を
念頭 におき、タイ国において労働市場構造の変化 に関する調査を行 った。
4.研 究 の成果 とフロンテ ィア
研究の成果につ いては、3で も述べているので、 ここでは多 くを述べないが、 フィリピン固
有の発展パ ターンが、社会構造や政治 システム、経済構造 と密接に関連 しているであろうこと
は、本年度の研究会での報告から明らかになった、 と断言 してよいであろう。ただ し、他の東
南 アジア諸国と類似す る部分 も多 く、歴史的偶然性により政治 ・経済 ・社会システムの特質が
形成 された と見るな らば、固有性 は歴史的偶然性に帰する、 とい う結論になりかねない。
従 って、発展の固有パター ンが何故生 じるのかを論 じるためには、資料が不足 している中で、




平成7年 度の研究会 との関連でいえば、以下の3点 が重要である。
先ず、最近年におけるフィ リピン経済の活況が、大土地所有制に どのような影響をもちうる
か、中間層の増大を通 して旧来の政治システムにどのような変化を もた らすのかを、中長期的
視点で丹念に観察 し明 らかに していくこと。
次に、森林の減少に関す る実証分析を、 フィ リピン以外の国へ、あるいは国際比較へ と広げ
ていき、フィリピン固有の要 因を分析す ること。
そ して、 フィリピンにおける種 々の伝統的経済 システムが、今後の経済発展 に伴 い、どのよ
うに変化をす るかを注意深 く観察 し、 日本やタイ国などの経験 と比較す ることによ り、類似点
・相異点を根気強 く峻別 してい くこと。
平成7年 度の研究会では議論されなか った課題の中では、経済的不平等と社会発展へのイ ン
セ ンテ ィブ との関係 についての考察、お よび、経済発展 と都市化のパ ターンの国際比較が、早
急に検討 されねばな らないテーマである。
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